
「ふじのくに多文化共生推進基本計画」進捗評価（案） （資料２）

１ 評価の概要

「ふじのくに多文化共生推進基本計画（以下、基本計画）」の進捗の指標として設定さ

れている数値目標について、県総合計画の評価手法に準じて評価を行う。（2023年４月時点）

２ 総合評価

2022年度は、「言葉の壁のない静岡県」の実現のために「やさしい日本語」の普及活用

と地域日本語教育体制の構築に重点的に取組んだ。

また、ＳＮＳ等によりやさしい日本語と多言語で、新型コロナウイルス感染症関連の情

報や防災関連、生活情報などの情報提供を行ったほか、災害に備え、外国人県民向け防災

講座や災害時多言語支援センターの設置運営訓練等を実施した。

外国人県民の生活上の相談に多言語で対応する「静岡県多文化共生総合相談センター

かめりあ」には前年比約20％増、過去最多の年間2,500件以上の相談が寄せられ、外国人

相談の重要性が高まっている。

外国人の子どもの教育については、外国人学校に通う生徒に対して、卒業後の正規雇用

による就職を目指し、日本語教育・キャリア教育・職業体験を実施した。

成果指標は、２指標ともＢとなった。活動指標は９指標のうち３項目が◎で、４項目が

○、２項目が●となった。おおむね計画どおり進捗していると評価する。

３「施策の方向性」別の評価

（１）成果指標

項 目
目標値

以上
Ａ Ｂ Ｃ

基準値

以下

共通
１多文化共生意識の定着

２コミュケーション支援
－ － １ － －

安心
３危機管理体制の強化

４生活支援の充実
－ － － － －

活躍

５外国人の子どもの教育環境の整備

６社会参画の促進

７働きやすい環境の整備

－ － １ － －

計 － － ２ － －

（２）活動指標

（３）各指標の達成状況区分

■成果指標

■活動指標

項 目 ◎ ○ ● －

共通
１多文化共生意識の定着

２コミュニケーション支援
－ １ － －

安心
３危機管理体制の強化

４生活支援の充実
２ １ １ －

活躍

５外国人の子どもの教育環境の整備

６社会参画の促進

７働きやすい環境の整備

１ ２ １ －

計 ３ ４ ２ －

評価区分 判断基準

目標値以上 「現状値」が「目標値」以上のもの

Ａ 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％超え〜「目標値」未満のもの

Ｂ 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの

Ｃ 「現状値」が「期待値」の推移の－30％未満〜「基準値」超えのもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの

評価

区分

判断基準

数値目標 維持目標

◎
「現状値」が「期待値」の推移の

＋30％超えのもの

「現状値」が「目標値」の 115％以上

のもの

○
「現状値」が「期待値」の推移の

±30％の範囲内のもの

「現状値」が「目標値」の 85％以上

115％未満のもの

●
「現状値」が「期待値」の推移の

－30％未満のもの

「現状値」が「目標値」の 85％未満

のもの

― 計値等発表前、当該年度に調査なし等



次期ふじのくに多文化共生推進基本計画 評価区分 評価区分 （資料２－２）
■計画期間　2022～2025年度 目標値以上 ◎ 3

Ａ ○ 4

■基本目標 Ｂ 2 ● 2

　静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互に理解し合い、誰一人取り残されることなく Ｃ ―

　安心して快適に暮らし、能力を発揮することができる多文化共生社会の実現を目指す。 基準値以下

ー

計 2 計 9

多文化推進基本計画指標一覧

3 活動指標
外国人向けに早期避難に必要な情
報を提供している市町の数

30市町
（2020年）

全市町
（2025年）

31市町 34市町 ◎
新たに函南町、清水町、川
根本町が情報提供を開始。

防災関連の情報提供の未実施
市町が南伊豆町のみとなっ
た。他市町の実施方法を伝え
るなど、実施を働きかける。

危機管理部
危機情報課

多文化共生課

4 活動指標
外国人を雇用する企業等と連携し
た防災出前講座の開催回数

ー 毎年度10回 ー 10回 ○

企業等において外国人県民
を対象とした防災講座を計
10回開催し、県内在住のブ
ラジル、ベトナム、韓国等
の出身者が計100人参加

順調に進捗している。
今後も外国人県民を対象とし
た防災講座等を実施し、外国
人県民の自助力、共助力の向
上を目指す。

危機管理部
危機情報課

多文化共生課

5 活動指標
かめりあによる出張相談会・専門
家による相談会の開催回数

9回
(2020年)

9回
(毎年度)

出張相談会８回
法律相談会19回

出張相談会７回
法律相談会 22回

◎

出張相談会を焼津市(２
回）、掛川市、御殿場市、
藤枝市、湖西市、富士市で
計７回実施。弁護士による
法律相談会22回実施

かめりあ全体の2022年度の
相談件数は、前年度比19.5％
増の2,587件で、同施設を開
設した19年度以降で最も多
かった。在留外国人も増加傾
向で、今後も予算の範囲でで
きる限り多く相談会等を実施
する。

多文化共生課

6 活動指標
県の電話医療通訳事業により外国
人患者受入環境を整備した救命救
急センター設置病院の割合

27.3%
(2020年)

100%
(2025年)

27.30% 27.3% ●
医療機関に向けて周知、事
業説明会を実施

引き続き、医療機関に向けて
周知、事業説明会等を実施
し、拡大を図る

健康福祉部
医療政策課

№ 施策の柱
指標の
種類

指標名
基準値

（2020年度）
目標値

（2025年度）
2021年度

現状値
2022年度

現状値
進捗状況

202２年度
主な取組、実施状況

評価・今後の取組方針 担当局課

1
１　多文化共生意識
の定着

成果指標
地域日本語教育を通じて多文化共
生の場づくりに取り組む市町数

４市町
（2020年度）

19市町 7市町 11市町 Ｂ

地域日本語教育の対話交流
型日本語教室に取り組んだ
市町は、モデル市町として
富士市及び焼津市が実施。
補助金を活用して、菊川
市、袋井市、牧之原市が実
施。独自に実施した市町を
含めると計11市町が実施

順調に進捗
22年度の期待値10に対し、
左記の通り11市町が日本語教
室を実施。
引き続き、地域日本語教育に
取り組む市町の拡大を図る。

多文化共生課

2
2 コミュニケーション
の支援

活動指標
ＳＮＳ等を活用した「やさしい日
本語」及び多言語による外国人向
け情報提供数

455件
（2020年度）

500件
（毎年度）

728件 457件 ○

防災関係、コロナ関係、生
活情報等を「やさしい日本
語」、英語、ポルトガル
語、フィリピノ語、インド
ネシア語、ベトナム語で計
457件情報提供を実施

コロナの関連情報が、2021
年と比較し、大幅に減少。行
動制限もなくなったので、今
後は、生活情報を増やしてい
く。

多文化共生課

３　危機管理体制
の強化

４ 生活支援の充実



次期ふじのくに多文化共生推進基本計画 評価区分 評価区分 （資料２－２）
■計画期間　2022～2025年度 目標値以上 ◎ 3

Ａ ○ 4

■基本目標 Ｂ 2 ● 2

　静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互に理解し合い、誰一人取り残されることなく Ｃ ―

　安心して快適に暮らし、能力を発揮することができる多文化共生社会の実現を目指す。 基準値以下

ー

計 2 計 9

多文化推進基本計画指標一覧

№ 施策の柱
指標の
種類

指標名
基準値

（2020年度）
目標値

（2025年度）
2021年度

現状値
2022年度

現状値
進捗状況

202２年度
主な取組、実施状況

評価・今後の取組方針 担当局課

7 成果指標
外国人児童生徒等に対して必要な
支援が実現できている学校の割合

小90.6％
中91.3％
高89.5％

（2020年）

100％
（毎年度）

小95.7％
中88.5％
高92.3％

小93.9％
中93.4％
高100％

B

日本語指導コーディネー
ターが定期的に学校を訪問
し、児童生徒の実態を適切
に把握した上で目標や指導
計画の修正・実施を助言す
ることができた。
外国人生徒支援事業15校、
外国人生徒みらいサポート
事業27校、211人（全日制
14校64人、定時制13校
147人）

加配教員を含め、日本語指導
担当教員に対する研修が限ら
れているため、日本語指導
コーディネーターによる各学
校や市町教育委員会への研修
会を充実させ、教員の資質向
上を図る。

教育委員会
義務教育課
高校教育課

8 活動指標
就学状況等調査・就学案内実施市
町数

全市町
（2020年度）

毎年度 全市町 全市町 全市町 ○

就学状況調査及び、追跡調
査により、不就学児童生徒
の就学促進に向け、訪問を
行ったり、手紙で所在の確
認を行ったりしている。

就学状況の未確認について
は、令和３年度同様０人で
あったが、就学状況の確認方
法については地域差がみられ
るため、就学促進に向けた確
認方法を協議会などで共有し
ていく必要がある。

教育委員会
義務教育課

多文化共生課

10 活動指標
工科短期大学校等の定住外国人向
け職業訓練受講者数

58人
（2020年度）

100人
（2025年）

38人 28人 ●

介護職員になるための職業
訓練を２コース、販売サー
ビスを学ぶ職業訓練を１
コース実施、28人が受講。

ハローワークや行政の窓口を
利用していない方々への周知
が課題。受講者確保のため、
支援団体や入国管理局等と連
携し、定住外国人のコミュニ
ティ等へアプローチを強化す
る。

経済産業部
職業能力開発課

11 活動指標
ふじのくに地域・大学コンソーシ
アム事業への参加留学生数（県大
学課調査）

378人
（2020年度）

500人
（2025年）

355人 466人 ○

ふじのくに地域・大学コン
ソーシアムに専門人材を配
置し、留学生獲得から滞
在・就職支援まで一体的な
支援を行った。
・滞在・交流促進（バスツ
アーなど）     56人
・就職支援（企業交流会な
ど）410 人

ふじのくに地域・大学コン
ソーシアムの専門人材を中心
に、県内大学等と連携して留
学生の受入れ、大学のグロー
バル化に取り組む体制を構築
し、現地人材や留学性を活用
した国内外における広報活動
や留学生を取り残さない伴走
型支援など入口から出口まで
の一体的な取組を強化する。

スポーツ・
文化観光部

大学課

５　外国人の子どもの
教育環境の整備

9 ６　社会参画の促進 活動指標
外国人県民からの意見を聴取する
場を設けている、市町の数

11市町
(2020年度）

19市町
（2025年）

14市町 16市町 ◎

新たに藤枝市が外国人の意
見を聞くための審議会を設
置し、牧之原市が、相談窓
口を開設。

順調に進捗している。残り3市
町に対しても外国人県民の意
見を聞く場の設置を求めてい
く。

多文化共生課

7　働きやすい環境
の整備


